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三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画 

平成 27 年度 実施状況報告 

 
 本県では、「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」（以下「条
例」という。）の基本理念に位置づけられた４つの基本的施策の推進に向けて、
平成 24 年３月に策定した「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本
計画」（以下、「基本計画」という）及び「同行動計画」（以下、「行動計画」と
いう。）に基づき、農業及び農村の活性化に取り組んでいます。 
 
□「条例」の基本理念に位置づけられた４つの基本的施策□ 
Ⅰ 安全・安心な農産物の安定的な生産及び供給 
Ⅱ 農業の持続的な発展を支える農業構造の確立 
Ⅲ 地域の特性を生かした農村の振興と多面的機能の維持増進 
Ⅳ 農業・農村を起点とした新たな価値の創出 
 

 
 
 基本計画に基づく当該年度の施策の実施状況については、条例第９条第５項
の規定に基づき、毎年一回、とりまとめて公表することとしています。 
このたび、平成27年度の実施状況がまとまりましたので、ここに公表するも
のとします。 
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１ 食料自給力の向上、水田の有効利用を図る総合的な対策       

①  水田活用作物の需要に応じた安定生産を図るため、平成25年度に策定した新しい「三重の

米（水田農業）戦略」に基づき、29市町で策定された「水田フル活用ビジョン」を実践する

ため、麦・大豆・飼料用作物等の生産拡大を地域農業再生協議会と連携して進めました。 

②  経営所得安定対策の積極的な活用に向け、集落営農推進大会やブロック別推進会議、研修

会などにおいて制度の説明を行いました。経営所得安定対策の交付対象面積は、麦6,575ha

（対前年265ha増）、大豆4,363ha（対前年176ha増）と前年を上回る実績となりましたが、需

給調整が強化された米は15,842ha（対前年399ha減）となり前年を下回りました。 

③  水稲種子等の安定供給に向け、種子生産農家への優良種子の生産指導、的確な種子審査等

を行うとともに、三重県米麦協会が行う種子の安定供給、需給対策等に要する経費等の一部

を負担しました。水稲種子更新率については90.4％（対前年比5.4％増）と、前年を上回り

ました。 

２ 消費者等に支持される競争力ある米づくり             
①  本県の中心品種であるコシヒカリの品質向上に向け、施肥技術の改善など栽培指導等に取

り組み、一等米比率は43.6％（速報値）と、全国平均（82.4％速報値）を下回わったものの、

昨年に比べて８ポイント向上しました。 

②  一方、夏場の高温に強い県開発の新品種「三重23号」の一等米比率については91.0％（速

報値）と、昨年に続き他の品種や全国平均を大きく上回りました。 

③  「三重23号」は、公募により選定した生産者67件（対前年11件増）により、約142.7ha（対

前年36.1ha増）で生産され、量販店等での月間平均販売量は22.4t（対前年7.6t増）と拡大

しました。「三重23号」のうち独自の品質基準を満たした米を「結びの神」として販売して

います。 

④  「結びの神」のブランド化に向け、流通事業者の販路拡大に向けたＰＲ活動を支援したと

ころ、平成27年産の取扱数量は158t（対前年７t増）となりました。また、首都圏の米専門

店４社での取扱が新たに始まり、首都圏での取扱数量は18.6t（対前年15t増）と飛躍的に増

加しました。 

⑤  県産米の消費拡大を図るため、県内の精米卸事業者と連携して、「県産農産物魅力発信キ

ャンペーン」によるＰＲを実施するとともに、消費者ニーズに即した一合真空パックやギフ

ト用紙パックなどの新商品の開発、及び首都圏販路開拓等を進めました。 

３ 麦・大豆の作付拡大と新たな需要の開拓 
①  需要に応じた麦、大豆の品質確保及び生産性の向上に向け、生産者団体による麦・大豆の

共励会や研修会の開催を支援しました。麦の作付面積は6,670ha（対前年360ha増）、大豆の

作付面積は4,490ha（対前年230ha増）と前年に比べ増加しました。 

②  麦、大豆の品質及び単収の向上対策として、小麦については、需要が多く生産性の高い「あ

やひかり」への作付誘導や土壌改良による地力向上に取り組み、天候不順にもかかわらず、

作柄は平年並みとなりました。大豆については、相次ぐ台風や長雨の影響を受け３年連続で

作柄が不良となっていることから、湿害回避に向け、生産阻害要因の検討を行い、深耕によ

る排水対策の技術構築を進めました。 

③ 三重県産小麦のさらなる需要開拓に向け、食品製造事業者を生産地に招へいし、産地見学会

の開催や産地情報の提供に取り組んだところ、大手製麺事業者との新たな商談につながりま

した。 

27 年度の取組状況 
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４ 新規需要米等の導入促進と、販路の確保・拡大 

①  経営所得安定対策を活用し、麦・大豆の生産が難しい地域を中心に飼料用米の生産を推
進したところ、作付面積は1,418ha（対前年726ha増）と大幅に増加しました。また、収量

の向上を図るため栽培指導を実施するとともに、より多収が期待できる品種選定のための

試験を実施しました。さらに、生産者団体と連携して、県内の畜産農家を対象に実施した

飼料用米の需要量調査の情報を共有することにより、畜産経営体と各地域農業再生協議会

とのマッチングを進めた結果、地域内流通の飼料用米作付面積は535ha（対前年265ha増）

と拡大しました。 

②  生産者団体や大規模水田農家が主体となって米の輸出に取り組み、米の輸出実績は194t
（対前年181t増）と拡大しました。国産米の主な輸出先は香港及びシンガポールであり、

現地での販売競争が始まっていることから、業務用新品種の相倍指導などにより輸出用に

低コストで栽培できる技術の検討を行いました。 

５ 地域の特性等を生かした農産物（ソバ、ナタネ、マコモ等）の生産促進 

①  全国的に生産量が増え価格が低迷していることや連作障害などから、ソバの作付面積は

122ha（対前年12ha増）、ナタネの作付面積は40ha（対前年11ha減）となりました。 

②  地域資源を活用した地域の自主的な活動の促進に取り組んだ結果、水田を利用して生産さ

れているソバやマコモなどが地域特産物として定着してきました。 

 また、新たな取組として、ＣＳＲに取り組む企業との連携により、酒米の生産と独自ブラ

ンドの日本酒を製造する取組が進められています。 

 

 

①  引き続き、国の経営所得安定対策を活用し、需要に応じた麦、大豆、飼料用米等の水田

作物の生産拡大に取り組むとともに、米政策の見直しに的確に対応できるよう、三重県農

業再生協議会に設置したワーキンググループにおいて、環境整備を進めます。 
②  引き続き、地域特性を生かした米のブランド化や米穀事業者との連携による県産米のシ

ェア拡大等に取り組み、新たな販路の開拓につなげていきます。 
③  県産米の品質向上を図るため、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用による高度管理技術の確

立を進めます。 
④  県産小麦の需要は高いことから、引き続き、実需者ニーズの高い品種を中心に作付拡大

を進めます。 

⑤  麦及び大豆の生産性向上を図るため、多収阻害要因である排水性不良や地力低下の改善

に向け、管理深耕体系を核とした持続可能な水田多収輪作体系（２年３作）の開発に取り

組みます。 

  

今後の取組方向 
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１ リーディング産地等の育成 

野菜 
①  いちごについては、普及指導員による栽培技術指導により、「章姫」などの既存の品種か

ら、「炭疽病」抵抗性のある県育成いちご新品種「かおり野」への品種転換を推進しました。

これまでの技術指導により「かおり野」の産地への定着が進み、高齢化などによっていち

ご生産が縮小傾向にある中、作付面積は11.5haと昨年度と同程度の生産が維持されました。 

② 拡大している野菜の加工・業務用需要への対応を図るため、生産者やＪＡ、卸売・仲卸業

者、中食・外食事業者などで構成する「三重県加工業務野菜産地振興協議会」と連携し、

加工・業務用野菜モデル産地を設定して新規作付けを推進しました。需要の低迷している

花木中心経営や水田作中心経営からの転換などにより、新たに16ha（キャベツ5.4ha、ハク

サイ3.9ha、かぼちゃ6.7ha）で加工業務用野菜生産の取組が始まりました。 

果樹 
①  本県の主要な園芸品目である東紀州地域におけるかんきつの輸出促進に向け、引き続き、

生産者団体によるタイの高級スーパーでのＰＲ販売や在タイ日本大使館レセプションへの

出品等を支援しました。また、タイ向け輸出生産園地の登録拡大を支援し、登録面積は

28.08ha(対前年度5.35ha増)となりました。 
②  タイへの試験輸出で評価の高かった次郎柿については、課題となっていた果実の軟化を防
止するため、パッケージ（脱気個別包装）の改良を支援しました。タイ向けの本格輸出に加

え、香港およびマレーシアでの試験販売も始まり、販売実績は4.1tと好調でした。 

③  伊賀地域の梨産地では、後継者への経営継承や新たな担い手確保を進めており、園地面積
が11.1haと過去５年間で1.3ha拡大するとともに、産地の世代交代が進みました。 

④  かんきつ産地において、６次産業化による経営の多角化を進める農業生産法人（熊野市）
の取組を支援しました。農産物加工直売所及び観光農園の運営が軌道に乗り、経営の安定化

につながりました。 

茶 
①  北勢地域の茶専門農協との連携により、ＩＣＴを活用した栽培履歴システム「伊勢茶トレ
ーサビリティシステム」を開発し、生産者への導入を図りました。茶専門農協組合員の約２

割にあたる83戸から申請があり、ＪＧＡＰの取得促進や輸出拡大に向けた機運が醸成されま

した。 

②  茶の多様な消費ニーズに対応するため、亀山市、四日市市及び松阪市において、平成27
年３月に発行した「紅茶製造マニュアル」に基づき、紅茶の製造・販売技術の普及に取り組

みました。紅茶の高品質化が図られ、亀山産紅茶が国産紅茶品評会で上位入賞するなど高い

評価を得る産地も育成されています 

花き・花木 
①  県産花きの販路拡大に向け、展示商談会における統一感のある展示方法のアドバイスや

現地商談会の開催支援に取り組みました。北勢地域の観葉植物の生産者部会が、日本最大

の鉢物市場である豊明花き市場における商談イベントに３回出展し、産地のＰＲや販路拡

大に取り組むとともに、実需者や消費者ニーズに基づく新商品の開発につながりました。 

 

27 年度の取組状況 
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２ 野菜産地の充実 

①  野菜産地の充実に向け、野菜の産地強化計画を策定している 35 産地を対象に、計画に位

置づけられている取組を支援しました。 

②  野菜生産出荷安定法に基づき、野菜の安定供給を図るため、指定産地７産地及び特定産

地 19 産地を対象に、新しい防除技術や新品種の導入など、専門的な産地指導を行うととも

に、価格低落時に価格差を補填する価格安定対策事業を実施しました。指定産地では 6,449

トン、特定産地では 3,365 トンの申し込みがあり例年並みとなりました。品目別では、産

地が拡大しているネギや、加工業務用需要への対応が進んでいるキャベツ、カボチャの申

し込みが増加傾向にあります。 

３ 多品目適量産地の育成 

 農産物直売所や量販店のインショップを核とした地域内流通を活性化するため、直売所運

営団体や市町、ＪＡ等の関係機関と連携して、消費者ニーズに沿った新規品目の導入研修会

や、加工品開発に向けた異業種交流会を、各地域で定期的に開催しました。消費者ニーズに

沿った新規品目導入に向けた意欲が高まっています。 

４ 果樹産地の強化 

①  果樹産地の強化に向け、果樹産地構造改革計画を策定している16産地に対し計画に位置付

けられている省力・低コスト化技術の導入や新商材開発、設備投資などの取り組みを支援し

ました。また、東紀州及び南勢地域のかんきつ３産地において、産地構造改革計画の更新を

支援し、加工品の開発や鮮度保持技術・加工技術の確立などの新たな取組が位置付けられま

した。 

②  東紀州地域において、国の「強い農業づくり交付金」の活用により、高品質果実の選別や

腐敗果の除去が可能となるセンサーを搭載した「かんきつ選果システム」の導入など選果施

設の更新を支援し、平成27年８月に新施設が稼働しました。また、新施設が円滑に稼働する

よう、ＩＣＴの活用による営農指導支援システムが構築されました。 

③  新品種による新たなブランドづくりを目指し、県が育成したかんきつ新品種「みえ紀南１

号」の導入を進め、導入面積は54.1ha（対前年4.9ha増）となりました。「みえ紀南１号」

のうち収穫時期が早く糖酸度の基準を満たした超極早生温州みかん「みえの一番星」の販売

スタートに合わせて、生産者団体と連携して、大阪市中央卸売市場の仲卸事業者や小売店バ

イヤー等90名を対象にＰＲ活動を展開したところ、市場関係者から高い評価を得ました。 

④  「マルドリ栽培技術」を活用して栽培された高品質な極早生・早生温州みかんの差別化を

図るため、糖度と酸度の基準をクリアしたトップグレードの商品を新ブランド「甘園坊」と

して販売する取組を支援しました。この商品は市場関係者に高く評価され、今後の生産拡大

に弾みがつきました。 

５ 伊勢茶のブランド化 

①  老朽化した茶園の改植を進めるため、茶業団体等による「伊勢茶リフレッシュ運動」の取

組をサポートするとともに、国補助事業の活用支援や農業研究所が開発した技術マニュアル

を活用して産地での技術指導を実施しました。平成27年度の改植実績は21.2ha（累計209ha）

となりました。 
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②  伊勢茶の需要拡大に向け、「伊勢茶魅力発信キャンペーン」により、伊勢茶プレミアムク

ーポン券の発行、首都圏（２回）及び名古屋（１回）での販売促進ＰＲ等に取り組みました。 

③  伊勢茶の知名度向上に向け、茶業会議所など業界団体と連携し、全国茶品評会・関西茶品

評会への出品を促進するとともに、伊勢茶品評会や品評会入賞茶の試飲会、お茶の淹れ方教

室の開催などの取組を支援しました。 

④  安全・安心の茶生産に向け、茶業団体等で組織する「安全安心な伊勢茶づくり推進委員会」

と連携し、茶工場の衛生管理の指導を行うとともにＪＧＡＰ基礎研修会（26名参加）やＪＧ

ＡＰ指導員基礎研修会（23名参加）、産地リーダー養成研修会（７名参加）の開催等により、

ＪＧＡＰ認証の取得を促進しました。県内のＪＧＡＰ認証農場は16業者（対前年度３農場増）

と拡大しています。 

６ 花き・花木の消費拡大に向けた取組 

①   伊勢志摩サミット開催に合わせて県産花き花木のＰＲを行うため、サービスエリア（四日
市市、津市）及び公園（志摩市）において花き花木を用いた装飾を実施しました。 
②  県産花き・花木の販路開拓を促進するため、国内最大級の花の展示商談会「国際フラワー
ＥＸＰＯ」への出展を促進（２農業者が参加）しました。 
③  県産花き花木の魅力を県民にＰＲするため、花き生産者団体と連携して、三重県花き品評

会（年２回）及び三重県植木まつり（年１回）を開催しました。花き品評会への来場者は約

3,500 名、植木まつりへの来場者は約 3,000 名でした。 

④  花きの消費拡大を図るため、フラワーアレンジメントのデモンストレーションの実施や寄

せ植えなどの体験教室（のべ 563 名参加）の開催、フラワーバレンタインＰＲでの切花の配

布など、花き業界団体の取組を支援しました。 

⑤  小中学校における花育を推進するため、学校花壇コンクール参加校の教員を対象とした講

習会の開催（11 校、15 名参加）などにより、学校花壇作りの技術指導を行いました。 

また、花き業界団体と連携し、県内小中学校において、花壇作りや寄せ植え体験などの花

育体験（２校のべ 342 名参加）を実施しました。 
 

 

 

①  野菜については、加工・業務用需要が拡大していることから、引き続き、茶、花木等か

らの品目転換や水田作との複合経営などの促進により、新たな野菜産地の育成を進めます。 
②  果樹については、柑橘のタイへの輸出定着化に向け、新たな防疫基準に関する技術支援

に取り組むとともに、柿の輸出拡大に向け、輸出対応型の選果場の整備を支援します。 
③  茶については国内市場が供給過剰となっていることから、輸出も見据えた売れる茶づく

りに向け、引き続き、輸出対象国の残留農薬基準への対応や産地におけるＪＧＡＰなど第

三者認証の取得を促進するとともに、伊勢茶ブランド力の向上に向け、第 70 回全国お茶ま

つり三重大会を契機に、県内外での伊勢茶の魅力発信や海外におけるＰＲ活動に取り組み

ます。 
④  花き・花木については需要が低迷しており、新規需要の開拓が課題となっています。「花

き振興に関する法律」に基づく振興計画を策定し、計画的に花き産業及び花き文化の振興

に取り組んでいきます。  

今後の取組方向 
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１ 家畜の監視伝染病の発生予防、予察及びまん延防止体制の強化徹底 

①  家畜伝染病の発生予防、予察及びまん延防止のため、農家巡回指導のほか、家畜伝染病
予防法に基づく検査を実施しました。家畜伝染病予防法に定める監視伝染病のうち、特定
家畜伝染病である高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫の発生はなかったものの、豚流行性
下痢（ＰＥＤ）の発生が断続的に発生していることから、ワクチン接種と消毒を中心とし
た防疫対策を展開し早期鎮静化に努めました。 
②  ＢＳＥ特措法に基づき、48ヶ月令以上の死亡牛を全頭検査し、全頭陰性であったことを
確認しました。 
③  高病原性鳥インフルエンザの防疫体制を強化するため、県の対策対応マニュアルの見直
しを行うとともに、マニュアルを円滑に機能させるための研修会を11回開催するとともに、
本庁対策本部図上訓練を実施しました。また、防疫作業関係者などを対象にした防疫演習
会を県内８地区で延べ22回開催しました。 
④  口蹄疫の初動防疫を適切に行うため、実働演習を１回開催し、関係者の理解を深めまし
た。 
⑤  家畜伝染病の万一の発生に備え、飼養情報や防疫方針案などを掲載した農場カルテを最
新情報に更新しました。 
⑥  県産牛肉の安全・安心を確保するため、放射性物質に係る県産肉用牛の全頭検査を実施
し、全て基準値以下であることを確認しました。 

２ 農場ＨＡＣＣＰ方式の普及・定着 

①  養豚・養鶏農場における農場ＨＡＣＣＰの概念を取り入れた生産衛生管理体制の構築に

向け、専門講習会への派遣や講演会の開催などにより、農場指導員の育成などに取り組み

ました。農場指導員が指導を行った結果、モデル農場は昨年度に比べ２農場増加し、養鶏

が３農場、養豚が１農場となりました。 

３ 動物用医薬品や飼料の適正使用の促進のための監視・指導 

①  動物用医薬品の適正使用と流通状況を確認するため、県内61件の販売店と111戸の畜産農

場に対して立入検査を実施し、適正な販売、使用実態を確認しました。 

②  飼料の適正流通を図るため、県内40件の販売店と111戸の畜産農場に対して立入検査を実

施し、適正な販売、使用実態を確認しました。 

４ 基幹食肉処理施設の機能充実や衛生管理の強化・徹底 

①  県内の基幹食肉処理施設である四日市、松阪の両食肉センターの運営を担う(株)三重県四

日市畜産公社並びに(株)三重県松阪食肉公社の安定的な運営等を図るため、関係市町と連

携して支援しました。 

②  (株)三重県松阪食肉公社の今後の施設整備のあり方について、同公社の施設整備検討委員

会行政部会に関係市町とともに参加して検討を進めました。 

５ 畜産物の高付加価値化、ブランド確立 

①  都市圏に近いという利点を生かし、鮮度を売りにして、有利に販売を行うため、と畜当日

に店頭販売を行う「朝挽き鶏肉」の食味優位性を明らかにするとともに、美味しく流通さ

せるための流通条件等を検証しました。 

27 年度の取組状況 
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②  飼料費が高騰する中、低コスト養豚飼育技術を開発するため、新姫搾り粕、カステラ粕、

アコヤ貝殻の豚への給与試験により、嗜好性及び飼料費の削減効果を検証し、代替飼料と

して活用の可能性があることを確認しました。 
③  県産ブランド牛肉の海外輸出を促進するため、三重県農林水産物・食品輸出促進協議会畜

産部会と連携し、伊賀牛については米国のシアトル市で、松阪牛についてはオーランド市で、

それぞれ現地料理人等を対象にしたメニュー研修会（各市１回）の開催など販路開拓に取り

組むとともに、オーランド市の高級リゾートホテル内レストランで松阪牛のメニュー提供

（６日間の松阪牛ＰＲフェア）を行いました。 

６ 肉用子牛の安定的な県内自給体制の確立 

①  受精卵移植技術を活用した和牛子牛生産による酪農経営の多角化に向け、受精卵移植に関

する技術者（５名）及び和牛子牛育成指導者（５名）を養成するとともに、受精卵の受胎率

向上に向けた技術（凍結技術等）の開発と現地実証（酪農家 21 戸、154 頭）に取り組みま

した。受胎率は 38.6％（対前年 4.3％増）となり、一層の改善が進みました。 

７ 飼料の自給力の向上、家畜排せつ物の適正処理等に向けた指導 

①  飼料の自給力向上のため、稲発酵粗飼料及び飼料用米の作付拡大に向け、現場での技術指

導や畜産農家と生産農家との調整による地域内流通の拡大に取り組みました。稲発酵粗飼料

の生産面積は240ha（対前年28ha増）、飼料用米は1,418ha（対前年726ha増）に増加しまし

た。なお、稲発酵粗飼料については、県内生産されるほぼ全量が耕畜連携による取組となっ

ています。また、飼料用米については、1,418haのうち535haが県内で利用されています。 

②  飼料用稲等の生産・利用等に関わる行政や試験研究機関、普及組織などの参画による「三

重県飼料増産推進会議」を設立し、飼料用稲の栽培技術の確立及び飼料米の保管方法の調査

研究等を進めるとともに、稲発酵粗飼料の乳牛への給与試験を行いました。稲発酵粗飼料用

極短穂型飼料用稲の栽培技術や飼料用米（玄米）の屋外での保管技術など、一定の成果が得

られた技術について、関係機関での情報共有を図りました。 

③  家畜排せつ物の適正処理及び利用促進に向け、畜産農家を対象に家畜排せつ物法に基づく

立入検査や耕種農家等利用者のニーズに即した堆肥生産の助言等を行いました。  

 

 

 

①  監視伝染病の発生に備え、監視体制を継続するとともに、特定家畜伝染病の防疫体制が

円滑に機能するよう、今後も、関係機関や関係業者、生産者との連携を強化していきます。

また、農場 HACCP 方式の普及・定着を図るため、選定したモデル農場を対象に推進農場の

認定取得に取り組みます。 

②  県産ブランド牛肉の海外輸出の定着化に向けて、米国におけるきめ細かなフォローアッ

プに取り組みます。また、県産ブランド牛肉以外も含めた畜産物の海外輸出の取組促進を

図ります。 

③  受精卵移植技術を用いた和牛子牛生産技術及び未利用資源を活用した養豚飼育技術等の

確立とともに、これら技術の生産者等への移転を進めます。また、畜産農家を核に関連事

業者等が連携する高収益型畜産連携体づくりを進めるとともに、自給飼料の生産拡大や肥

育素牛の県内生産体制の構築、県畜産物のブランド力の向上等に取り組みます。 

  

今後の取組方向 
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１「三重県食の安全・安心確保基本方針」に基づく、監視・指導の徹底 
①  食の安全性を確保するため、「農畜水産物安全確保監視指導計画」を策定し、農薬や肥料、

米穀、家畜、飼料等の販売業者等を対象に、計画的な立入検査等を 971 件実施しました。

平成 16 年度から立入検査を計画的に実施しており、事業者の法令遵守の意識は高まってき

ています。 

②  県内において平成 25 年度に発生した米穀の不適正な流通事案をふまえ、米穀取扱事業者

に対する監視指導として立入調査を 257 件実施するとともに、流通段階と市販段階におけ

る米穀の産地及び品種の科学的検査を 10 件実施しました。この調査の結果、特に悪質な違

法行為は見られませんでした。 

③  10 月を「三重県食の安全・安心確保推進月間」と定め、米穀取扱事業者等を対象に、コ

ンプライアンス研修会を開催（２回、参加者 106 名）しました。また米トレーサビリティ

法に基づく立入調査時に、コンプライアンスチェックリストを配布し、米穀取扱事業者の

コンプライアンス意識の向上を図りました。 

２「三重県食の安全・安心確保基本方針」に基づく、県民運動の展開 
①  消費者や食品関連事業者、学識経験者から食の安全・安心確保のための県の方策に関する
意見を聞くための「三重県食の安全・安心確保のための検討会議」を開催（１回）し、「食

の安全・安心の確保に関して実施した施策に関する年次報告書」、及び「三重県食の安全・

安心確保行動計画」の策定に際して意見等を反映させました。 

②  県民が「食の安全･安心」に関する正しい知識と理解を深め、適切な判断や選択が行える
よう、ホームページ「食の安全・安心ひろば」の充実（更新262回）やイベントへの出展（13

回）等による情報提供を行いました。 

③  「食の安全・安心」に関する正しい情報を分かりやすく伝えるため、県民の皆さんが開催
する自主勉強会や集会などに出席し、「三重県が取り組む食の安全・安心」などをテーマに

出前トーク等を実施（11回、参加者583名）しました。 

３ 卸売市場の指導・監督 
①  卸売市場の活性化や品質管理・衛生管理の高度化に向け、県内各卸売市場関係者を対象に

生産現場・産地市場での先進的な取組や農薬の適正使用などをテーマに研修会を１回開催し

ました（50名が参加）。また、公正な取引の推進と衛生管理対策の徹底等を目的に、延べ13

か所の地方卸売市場等に対して巡回監視・指導を実施しました。 

②  卸売市場における適正な業務の執行と健全な運営維持のため、平成23年度策定した三重県

卸売市場整備計画（第９次）に基づき、主に地方卸売市場（11市場）を対象に、市場におけ

る取引方法や物品の品質管理の改善に向けた指導・助言を行いました。 

４ 農薬・肥料の適正な使用及び流通に向けた監視・指導 
①  農薬・肥料の適正な使用及び流通を進めるため、肥料生産業者・販売業者への立入検査を

201件、収去検査を10件実施したほか、農薬販売店への立入検査を150件実施しました。 

②  農薬を使用する生産者組織を対象に、農薬の適正使用に関する研修会を588回開催しまし

た。また、県内の農産物直売所（11カ所）の巡回を行い、直売所運営者と農薬の適正使用の

啓発方法や栽培記録の管理方法などについて、情報交換を行いました。農薬の適正使用に関

する生産者の意識は年々高まりつつあり、重大な違反事例は年々減少しています。 

27 年度の取組状況 
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③  農薬による防除を行う方々の資質向上を図るため、農薬販売者や造園業者などを対象とし

て、農薬に関する専門的な研修を実施し、一定水準以上の知識を有する方々を農薬管理指導

士として新たに 40名認定し、登録者数は1,207名となりました。 

５ 農薬だけに頼らない防除体系の導入促進 

①  病害虫の発生動向に即した適時、的確な防除を促進するため、病害虫の発生予報を７回、

注意報を４回、技術情報を17回提供しました。 

②  総合的に病害虫や雑草を管理するＩＰＭ（総合的病害虫・雑草管理）の導入を推進するた

め、ＩＰＭを実践する上でポイントとなる管理項目を取りまとめた「ＩＰＭ実践指標」（12

品目）について、その要素となる防除技術の開発や現場での実証（29ａ）を行い、その成果

を基に見直しを行いました。ＩＰＭの実践は、国の「環境保全型農業直接支援対策」の活用

により、ナシで8.2ha、水稲で18.0haが取り組まれています。 

６ 産地ぐるみによるＧＡＰの導入など、「みえの安全・安心農業」の推進 

①  小麦及び大豆生産者へのＧＡＰ導入の推進に向け、各ＪＡを巡回し、現場の課題を把握し

て対応方針を検討しました。また、茶の販売拡大を目的に「安全安心な伊勢茶づくり推進委

員会」を通じて、県内茶生産者がＧＡＰ知識を習得するための基礎的な研修会（１回）やＧ

ＡＰ導入を支援する人材育成のための研修会（２回）を開催しました。これらの取組の結果、

三重県型ＧＡＰの導入産地は、84産地（対前年８産地増）、産地導入率は76.4％（対前年比

7.3％増）と増加しました。 

②  「ＧＡＰ」「土づくり」「投入資源の効率的活用」を総合的に実践する「みえの安全・安心

農業」について、広く理解を向上させるために消費者・流通業者・農業者を対象にした研修

会を開催（１回）しました。みえの安全・安心農業産地導入率は、61.8％（対前年比6.3％

増）と年度目標（60％）を上回りました。 

 

 
 
①  産地偽装や不適正表示事案が発生していることから、県民の皆さんの食の安全・安心に

対する不安解消・信頼回復に向け、引き続き、米穀取扱事業者をはじめ食品関連事業者の

コンプライアンス意識の向上を図るとともに、食の安全・安心を確保するための自主的な

取組を推進します。 
②  卸売市場での生鮮食料品の流通業務は適正に執行されていますが、市場を取り巻く経営

環境は年々厳しさを増しているため、卸売市場ごとに経営戦略を明確化し、選択と集中による

機能の高度化や市場間での役割分担、連携強化を進めます。 

③  「みえの安全・安心農業」の導入産地のさらなる拡大に向け、産地毎に強みと弱みを整

理し、それぞれの課題に応じた指導を展開するとともに、輸出等に対応したＧＡＰの推進

に取り組みます。 

  

今後の取組方向 
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②  これまでに策定された 264 プランのうち 29 プランを選定し、専門家等を派遣するととも

に、販路開拓や商品開発など、取組のスタートアップを促す試作・試行等へのハンズオン

支援を実施しました。 

 

２ 地域農業のさまざまな課題の解決に向けた取組の支援 
①  農業及び農村の活性化に向けた取組への支援を計画的に進めるため、「普及活動基本計画

（平成 27 年度～30 年度）」に位置付けた 46 本の目標項目の達成に向け、普及活動を実施

しました。 

②  普及指導員のコーディネート機能を生かし、生産者や関係機関と連携して、地域農業のさ

まざまな課題の解決に向けた取組を支援しました。 

３ 普及指導員のスペシャリスト機能を生かした生産・経営管理技術の普及 
①  意欲ある多様な農業者の経営発展を促進するため、普及指導員のスペシャリスト機能を生
かして、高度な生産・経営管理技術の普及などに取り組みました。 

４ 農業団体の指導・監督 
①  農業団体の健全な経営と適正な業務運営を確保するため、法令等の遵守状況（合法性）、

事業目的への合致状況（合目的性）及び業務・会計の経済性の観点からの妥当性（合理性）

の視点により、県内 12 団体を対象に検査を行い、改善を要する事項の指摘を行いました。 

②  固定比率（固定資産に占める自己資本の割合）違反状態にある農業団体（１件）や法令等

の遵守体制に問題が生じた農業団体を対象に、改善計画達成に向けた取組や法令等遵守態

勢の整備に向けた取組を指導しました。また、信用事業を実施する農業団体（12 件）に対

しては、定期的に経営に関する報告を求めるとともに、農協経営者との意見交換等を通じ

て経営の健全性確保及び農協の自己改革に向けた自主的な取組について指導・助言しまし

た。 

５ 農業災害補償制度の円滑な運営の促進 

①  近年、低気圧通過による集中豪雨や豪雪など異常気象が頻発していることから、農業経営
のセーフティネットとして農業災害補償制度の活用を促すため、農業共済団体等と連携し農

業者への周知に努めました。 

②  農業災害補償制度の合理的で効率的な運営をめざし、農業共済団体とともに農業共済組合
設立準備委員会等において、平成 29 年度に１県１組合化を図るための協議・検討を実施し

ました。 
 

 
 
人口減少・高齢化の進展による農村の多様な地域課題に対応していくため、「もうかる農

業」につながるビジネス指向の強い取り組みに加え、人材の確保・育成、次世代継承の促進

を重要な視点として、引き続き新規の地域活性化プラン策定と実践取組の発展的な展開を支

援していきます。また、課題の緊急性が高い中山間地域に対してのアプローチを強化します。 

  

今後の取組方向 
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２ 農地の利用調整等に関する地域の仕組みづくりを促進 

①  集落等の地域を単位として農地や農作業の利用調整を行う仕組みづくりを進めるため、集

落座談会の開催により、集落等の地域を単位とした話し合いを促すとともに、集落営農を普

及させるための「集落営農推進大会」を開催しました。これらの取組により、集落営農組織

数は累計287件（対前年度18件増）となり拡大するとともに、農地や農作業の利用調整を行

う体制が整っている集落数は、918集落（対前年15集落増）、集落の割合は45.9％（対前年2.2

ポイント増）となりました。 

３ 土地利用調整活動や集落営農組織の広域化を促進 

①  担い手の経営規模拡大、担い手不足地域における担い手確保等を図るため、隣接する集落

間の連携の場づくりなどにより、土地利用調整活動や集落営農組織の広域化の啓発を行いま

した。中山間地域などの条件不利地域は作業効率が悪いことから、面的整備の進んだ一部の

地域を除き、広域化が進んでいません。 

４ 意欲ある農業者への農地集積の円滑化 

①  意欲ある農業者への農地集積を円滑に進めるため、集落等を単位とした地域での話し合い

等を促すことで、担い手への農地集積ルールなどを定める「人・農地プラン」の作成を推進

しました。「人・農地プラン」は、29 市町において 259 プラン（対前年 35 プラン増）が作

成されました。 

②  市町やＪＡ、地域の農業者に対し、農地提供者への支援策である「機構集積協力金交付事

業」の制度を周知しました。その結果、県内の意欲ある農業経営体への農地集積率は37.1%

で前年と比較して3.6ポイント増加しましたが、担い手の確保や農業者の高齢化などの課題

を抱える中山間地域における農地集積は鈍化しています。 
③  地域機関に設置した「農地中間管理事業推進チーム」が市町やＪＡ等関係機関と連携を

図り、集落ごとの状況把握、事業を重点的に実施する区域の設定、意欲ある集落等での話

し合いに向けた支援などに取り組んだ結果、農地中間管理機構から担い手へ貸し付けられ

た面積は、968ha（対前年 890ha 増）と大幅に拡大しました。 

５ 集落営農組織の活動の多角化や高度化、法人化の促進 

①  集落営農組織が持続的に発展していけるよう、経営改善や商品開発に関する６次産業化研

修会への参加を促すとともに、６次産業化プランナーの派遣により、農商工連携や６次産業

化などによる経営の多角化や高度化を促進しました。その結果、新たに４組織において、新

たな商品の開発や既存商品のブラッシュアップ、生産体制の強化などの取組がスタートしま

した。 

②  集落営農組織に対し、税理士や社会保険労務士等の経営支援スペシャリストを派遣し、集

落営農組織の法人化に向けた取組を支援しました。集落営農組織の法人化数は 63 件（対前

年 15 件増）となりました。 

 

 

 

①  引き続き、地域の話し合いを着実に進め、集落ごとの人・農地プランの作成を促すとと

もに、農地中間管理事業等の活用により、担い手への農地集積・集約化を加速します。 

今後の取組方向 
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１ 就農から定着までの総合的な支援 

①  三重県農林水産支援センターに就農総合相談窓口を開設し、三重県農林漁業就業・就職

フェア等における農業就業の就職情報等の提供や「ええとこやんか三重 移住相談センタ

ー」と連携した就農情報等の発信に取り組むなど、就農希望者の相談にきめ細かく対応（242

件）しました。 

また、三重県農林漁業就業・就職フェアにおいて、農業就業の希望者に就職情報等を提

供しました。これらの取組により、平成27年度の新規就農者数（45歳未満）は130名となり、

昨年度実績の135名は下回ったものの、目標の110人を上回る高い水準を維持しています。 

②  就農希望者が円滑に就農できるよう、就農計画の策定を支援するとともに、就農時の施

設・機械の新規購入等に活用できる無利子の融資制度「青年等就農資金」等の借受けを支援

しました。就農計画の認定実績は37件、青年等就農資金等の借受実績は26件となりました。 

③  青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前の研修期間（２年以内）及び

経営が不安定な就農直後（５年以内）の所得を確保する青年就農給付金を115名（準備型21

人、経営開始型94人）に給付しました。 

これまでに青年就農給付金の給付を受けた23名が新たに農業経営を開始したほか、本年

度内に研修を終了した15名のうち10名が新たに就農し、残る５名も平成28年度に順次就農

する見込みです。 

④  地域における新規就農者の受入体制の構築を図るため、新規就農者の育成に意欲的な農

業者をサポートリーダーとして登録する「みえの就農サポートリーダー制度」により、市

町と連携して、サポートリーダーの活動を支援しています。 

 みえの就農サポートリーダーの登録農業者数は149名（5名増）となり、このうち累計で

10市町において33名（6名増）のサポートリーダーが、新規就農希望者等46名（14名増）に

対して、就農サポート活動を実施しました。 

２ 企業の農業分野への参入を促進 

①  企業の農業分野への参入を促進するため、県庁に窓口を配置し、市町や三重県農林水産支

援センターなどの関係機関と連携して、企業からの相談にきめ細かく対応するとともに、農

地の確保や技術の習得などに向け、情報提供や助言を行いました。 

②  企業の農業参入を通じ、雇用創出、遊休農地の解消、及び障がい者雇用の促進につながる

モデル的な事業企画を３件採択し、農業参入に必要な機械・施設の整備に要する経費の一部

を支援しました。これらの取組により、企業による農業参入実績は30件（対前年２件増）と

なりました。 

③  平成26年度に実施した意向調査の結果を基に、農業参入に興味のある11社を訪問して、活

用できる支援制度等の説明を行いました。その結果、４社が農業参入の具体的な検討を開始

し、農地中間管理事業の活用による地域とのマッチング等を進めています。 

３ 福祉事業所の農業参入や農業者による障がい者雇用等を促進 

①  障がい者の農業への参画に向けた関係者の理解を促進させるため、セミナーの開催や農業

者組織への働きかけなどに取り組み、農業参入した福祉事業者は 37 件（対前年４件増）、障

がい者を雇用した農業経営体は 13 件（対前年増減なし）となりました。 

 

27 年度の取組状況 
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②  農業と福祉をつなぐ人材の育成に向け、農業大学校において、在校生を対象とした講座「農

業と福祉」（12 名受講）を実施するとともに、福祉事業所の支援員及び福祉事業所の利用者

（障がい者）を対象とした「農業基礎研修（障がい者就労支援コース）」（支援員２名、障が

い者４名受講）を実施しました。 

③  農業に取り組む特別支援学校に普及指導員を派遣し、就労前支援として農業の基礎技術習

得のための実習を行いました（４校で実施）。 

④  ４つの福祉事業所をモデルとして、障がい者に適した作業体系の工夫等８事例を実証し、

農業・農作業のユニバーサル化を進めました。これまで得られた実証データの一部を活用し、

「農業に障がい者を雇用するための作業等の工夫と改善事例集第二集」としてとりまとめま

した。 

⑤  農業経営体の障がい者雇用を拡大するため、障がい者の農業分野への職場定着を支援する

人材（農業ジョブトレーナー）を育成し、障がい者の就労体験を受け入れる農業経営体へ派

遣しました（就労体験を４件実施）。 

 

４ 農業の担い手となる多様な人材の育成 
①  農業大学校の学生を募集するため、県内の全高等学校への訪問、農大祭や各種イベントで

の大学校の紹介や入校相談、入校希望者を対象としたオープンキャンパス等を実施しました。

平成 28 年度の新入生として、28 人（一年課程９人、二年課程 19 人）が入校しました（対

前年５人減）。また、平成 27 年度の卒業生は 22 人で、そのうち農業就業者は約６割の 14

人（対前年９人減）となり、雇用情勢の好転による影響などにより減少しました。 

②  農業大学校の学生が円滑に就農できるよう、経営能力向上を目的に、「農大マルシェ」に

よる農産物販売実習（11 回）を実施しました。 

③  多様な農業人材を育成するため、農業大学校において、有機栽培や水稲栽培の基本技術、

農作業安全等をテーマとした新規就農者技術・経営力養成研修を実施しました。（31 講座、

延べ参加者 357 名） 

④  農業大学校において、直売など農産物の販売に意欲的な農業者を対象に、マーケティング

スキル向上のための「三重のリーディング産品を支える人材育成講座」を実施しました。当

講座の参加者は４年間で累計 144 経営体（対前年 41 経営体増）となり、農家レストランの

開業や新商品の開発など６次産業化の事例が生まれるとともに、マッチング交流会への参加

（累計 61 件）により、販路開拓にもつながっています。 

⑤  学生の皆さんに、農業の潜在的な可能性や職務内容を知る機会を提供するため、就労体験

の受入れ希望のある農業経営体（９経営体）において、短期間の農業就労体験（農業インタ

ーンシップ）を実施しました。県内の学生 11 名が参加し、参加した学生からは、「農業に

対する理解が深まった」、「将来の職業選択肢の一つとしたい」などの声が聞かれました。 

⑥  農業大学校において、就農後５年目までの新規就農者等を重点対象として農業基礎知識の

習得講座（31 講座、延べ 357 名参加）を開催するとともに、講座の開催に必要となる機器

等の整備を行いました。また、新規就農者を研修生として受け入れる 13 事業者に対し、施

設や機器等の整備など、研修の実施に必要となる環境整備を支援しました。こうした取組を

通じ、民間事業者との連携により、効果的に新規就農者を確保・育成する体制が構築されま

した。 
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５ 機械施設の導入や融資制度の利用等の促進 

①  農業経営体の経営の改善や多角化を進めるため、新規就農者や経営発展を目指す地域の中

心となる農業経営体に対し、国の補助事業「経営体育成支援事業」を活用し、農業用機械や

施設の導入を支援しました。当事業を活用し39の農業経営体が農業用機械や園芸用ビニール

ハウスなどを新規導入しました。 

②  施設、機械等を導入する際に、融資機関から低利な融資を受けられるように融資機関に対

して利子補給を行いました。利子補給実績は1,160件（対前年26件減）となりました。 

③  農業制度の適切な運営を図るため、関係機関（ＪＡ三重信連、県農業信用基金協会、日本政

策金融公庫）と協議し、農業制度資金の審査や調査に関する要綱等の改正を行い、ＪＡ等関係

者に周知しました。 

６ 農業及び農村における男女共同参画の推進 

①  女性農業者や女性起業家の能力開発に向け、農村女性アドバイザー研修会（２回）や６次

産業化研修会（８回）などに取り組みました。農村女性アドバイザーは138名（新規で５名

認定）となりました。 

②  農業分野における方針決定の場への女性登用促進に向け、市町農業委員への女性登用を推

進しました。農業委員会法の改正により、農業委員全体の定員が減少しつつある中、女性登

用実績は63名（対前年3名減）となりました。 

③  農業経営体の家族が、それぞれの能力を発揮して経営改善に取り組む環境を整えるため、

労働時間や休日、役割等を定めた家族経営協定の導入の支援を行いました。新規締結実績は

11戸で締結農家数は370戸（前年比9戸増）となりました。 
④  農業及び農村における男女共同参画を進めるため、農業者団体やＮＰＯ法人等との連携に

より、仕事と家庭を両立できる就業環境の整備に向けた検討や育児期の就労開始プログラム

の開発・実証などに取り組みました。育児等により離職している女性等を対象とした農業就

労体験には71人の参加があり、託児や柔軟な勤務態勢、作業マニュアルの整備などの就労環

境が整えられれば、育児期の女性等の農業就労への関心は高いことがわかりました。 
  
 

 

①  農業就業人口は平成 27 年までの直近 10 年間で約 41％減少するとともに、農業就業人口

に占める 65 歳以上の割合は 75％（平成 27 年）と高くなっています。このような中、農業

の持続的な発展を図るため、引き続き、多様な農業経営体の確保・育成に取り組むととも

に、法人化や６次産業化等による経営の多角化など、経営発展に向けたチャレンジに取り

組む経営体の育成や将来の地域農業をビジネス感覚をもって担う人材の育成に取り組みま

す。 

②  企業や農協出資型法人等の農業参入を促進するため、企業等からの相談に対応し、農地中間

管理事業の活用などにより、農地の円滑な確保を支援するとともに、栽培技術や経営管理能力

習得に向けたサポートを展開します。 

③  農業分野における障がい者の活躍を促進するため、農福連携に取り組む民間事業者の協

議会等と連携して、障がい者の農業就労をサポートする人材の育成に取り組むとともに、

新たな取組として、農業経営体から福祉事業所への農作業委託を促進します。 

  

今後の取組方向 
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１ 農業生産性の向上に向けた基盤整備の推進 

①  水資源の有効利用、生産性の向上や維持管理費を節減するため、かんがい排水施設の整

備（20地区）や既存の老朽化施設の補強・補修（10地区）に取り組みました。また、上記

30地区のうち19地区については、水管理の効率化、有効利用につなげるため、農業用水路

のパイプラインの整備に取組み、１地区で事業が完了しました。 

２ 生産基盤の整備と一体的に、意欲ある農業者への農地集積を推進 

①  農業生産性の向上を図るため、農地の区画整理や、区画整理に関連する農業用用排水路及

び農道の整備など、12地区において基盤整備（118.8ha）を実施し、１地区で事業が完了し

ました。 

②  意欲ある農業者への農地集積を図るため、国の補助事業も活用し、２地区において、土地

改良区による土地利用調整活動等を支援しました。県内の基盤整備済み農地における担い

手への集積率は53.1％（対前年比4.9％増）となりました。 

３ 基幹的水利施設の機能診断とその結果に基づく的確な補修の推進 

①  基幹的水利施設の長寿命化を図るため、機能診断の結果に基づき、10 地区において老朽

化施設の補強や緊急補修などの機能保全対策を実施しました。 

②  新たに３地区において、用水管や用水路の劣化状況等を調べる機能診断に着手しました。 

４ 農地や農村の防災対策、海岸保全施設の整備の計画的、効率的な推進 

①  大規模地震や局地的な自然災害からの被害を軽減するため、国や市町と連携して、農業用

ため池（３地区）、排水機場（６地区）及び海岸堤防（３地区）の防災対策を実施し、ため

池１地区で事業が完了しました。 

②  南海トラフ地震など大規模災害発生時の農業用施設の迅速な機能回復や機能発揮のため、

宮城県庁における取組状況等の調査や、演習型図上訓練の実施、市町、農家、関係機関の

参加による意見交換会の実施（５地域）などを通じて、「三重県農業版ＢＣＰ」を作成し

ました。 

５ 農地転用許可基準の適正な運用による、優良農地の確保 

①  優良農地の確保を図るため、市町農業振興地域整備計画の計画変更に係る協議の際に、市

町に対して農業振興の観点から必要な助言を行いました。計画変更協議の実績は 19 市町で

延べ 27 回でした。また、農地法の規定に基づき、農地転用に係る許可事務を適正に行い、

農地転用許可件数は 296 件となりました。 

②  農地制度の見直しに向け、地方六団体でプロジェクトチーム（農地ＰＴ）を設置し、三重

県知事が座長となって農地制度のあり方の検討を進めました。このプロジェクトチームにお

いて、国に対し要請活動を展開したところ、第５次地方分権一括法が平成 27 年６月に成立

し、農業振興地域の整備に関する法律（農振法）及び農地法が平成 28 年４月１日に改正さ

れました。 

27 年度の取組状況 
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③  今回の改正により、農地転用許可権限が大臣の指定する市町村長に移譲する制度が創設さ

れたことから、県内市町への情報提供等により認定申請を働きかけ、12 市町が平成 28 年６

月１日付けで指定市町村の指定を受けました。また、地域における諸条件を考慮し、農地の

総合的かつ効率的な利用を図られるよう、２ヘクタール以下の農地転用に係る許可権限を７

市町（指定市町村を除く）に移譲しています。 

④  平成27年12月に、国において「農用地等に関する基本指針」が定められたことを受け、平

成28年３月に本県の農業振興地域整備基本方針を定めました。 

６ 耕作放棄地の解消と未然防止を図るための取組 
①  三重県農業再生協議会の地域ブロック会議において、国の交付金の活用による耕作放棄地

の再生に向けた啓発に取り組みました。国の交付金を活用し、5.56ha の耕作放棄地が再生

され、大麦若葉（鈴鹿市）や青ネギ（南伊勢町）などの栽培開始や、葦
あし

原となっていた遊休

水田（伊勢市）の活用による水稲作付の再開など、多様な事例が創出されました。 
 

 

 

 

①  農業農村整備を着実に進めていくため、新たに策定した「三重県農業農村整備計画」
に沿って、農業基盤の整備や長寿命化のための機能保全対策等を進めます。 

②  想定される大規模災害に備え、「三重県農業版ＢＣＰ」の普及啓発や農業関係者の防災
意識の向上に取り組みます。 

  

今後の取組方向 
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１ 消費者のニーズに対応した農産商品等の開発・実証及びノウハウの移転・普及 
①  消費者ニーズに対応した農産商品等の開発・実証を行うため、産学官が参加したコンソ

ーシアムによる活動として、腎臓透析患者を対象とした「低リン野菜」の臨床試験を県内

医療機関で開始しました。 

②  機能性が高いゴマ新品種の産地への導入に向け、効率的に収穫できる機械の改良に取り

組むとともに、栽培法等の研究を行いました。 

③  農業研究所の研究成果を取りまとめ、冊子とホームページにより情報発信しました。ま

た、生産技術については生産者や指導者向けの技術マニュアルとして取りまとめました。

これらの開発技術は現地で実証を行い、生産現場への移転・普及が進んでいます。 

２ 農業生産の持続性・効率性・安定性を高めるための技術開発 

①  植物工場における先端的な栽培技術の開発に向け、大学や国の研究機関、メーカーとの共

同研究により、ＣＯ２施用やＬＥＤ補光などの高度な環境制御技術を活用して、トマトの長

段多収の実証研究に取り組むとともに、技術の普及に向け、ＣＯ２施用マニュアルを作成し

ました。 

②  土地利用型農業における技術の開発では、小麦の種子伝染性病害である小麦黒節病の防除

技術体系として、保菌率が低い種子の生産技術や効率的な保菌率調査技術を開発するととも

に、農薬メーカーとの連携により本病に有効な種子消毒薬剤の登録につなげました。一連の

成果は技術マニュアルとして取りまとめ、県内外の麦種子生産現場へ技術移転を進めていま

す。 

③  安全・安心農業生産に資する技術の開発では、トマトのすすかび病対策として、殺菌剤に

よる効果的な防除体系を組み立てました。また、水稲、大豆の子実を加害するミナミアオカ

メムシについて、過去の発生量と冬期の気温に基づいて地域別の越冬可能性を予測し、被害

発生リスクの把握につなげる技術を開発し、生産現場への普及を進めています。 

④  野生鳥獣の被害防止技術については、国等の研究資金を活用し、サル・シカ・イノシシを

対象とした侵入防止技術や大量捕獲技術の現場試験に取り組み、サルの計画的捕獲による頭

数管理など開発技術の有効性を実証しました。開発したＩＣＴを活用した捕獲檻は、共同研

究企業からの商品化が予定されています。 

３ 先端技術の活用による消費者のニーズに対応した新品種の育成 

①  イチゴについては、農研機構及び他県と共同育種した種子繁殖型品種「よつぼし」の安定

生産技術を確立し、種苗供給体制を構築しました。平成 28 年度から、種苗メーカーによる

種苗販売がスタートし、種子繁殖型イチゴの本格的な生産が始まります。 

②  カンキツでは、実需者のニーズに沿った優良品種として、露地栽培で 12 月に収穫できる

中晩柑「みえ紀南６号」を品種登録出願し、生産者への移転・普及を進めています。 

③  国育成の飼料用稲品種について本県への適応性を評価し、茎葉中の糖含量が高い「たちす

ずか」をＷＣＳ用品種として選定し、生産現場への導入を進めています。 

 

 

 

 

27 年度の取組状況 
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４牛肉のおいしさ判定技術の活用による品質向上につながる飼養技術開発 

①  松阪牛、伊賀牛などブランド牛のさらなる飼育方法の改善のため、「ブランド肥育牛に給

餌する飼料添加資材等の肉質への影響」の研究に取り組み、健康維持に必要な微量元素の補

充や毒素吸着効果の期待できる黄土粘土の飼料添加が雌牛の長期肥育における脂肪壊死症の

進行を抑制する効果があることを確認しました。 

②  県産ブランド牛の特徴である「きめの細かい赤身肉と脂肪交雑が入った牛肉」の食味に与

える影響の研究では、食感を中心とした理化学分析と官能試験に取り組み、牛肉の筋繊維の

隙間が大きいと剪断力価（肉を切るのに要する力）が高くなる一方、脂肪含量が 45%以上に

なると剪断力価が小さくなることを明らかにしました。また、剪断力価が低く食感のやわら

かな牛肉は、食味の総合評価も良い傾向がみられることが分かりました。 

５ 畜産農家の収益性の向上に向けた研究開発 

①  養豚農家の収益性向上に向け、地域資源である海藻のアカモクや未利用資源のカステラ製

造屑、アコヤガイの貝殻粉末などの給与技術開発に取り組みました。飼料コストの低減や豚

肉品質の改善効果等を確認できたことから、生産農家と連携して、地域のブランド豚肉開発

に取り組み、志摩地域において伊勢志摩パールポークなどの地域ブランド豚肉生産が確立さ

れるとともに、精肉店にて販売が開始されました。 

②  県内ブロイラーと県外主産地との差別化をはかるため、当日解体した鶏肉を店舗に並べる

朝挽き鶏肉の優位性を検証しました。朝挽きの鶏肉は、鮮度、歯応えに優れ、県内産の商品

を差別化することができる技術であることから、量販店における販売量の拡大に向け、生産

者、精肉業者、量販店が一体となり、消費者へのＰＲを行う取組をスタートさせました。 

６ 自給飼料生産の安定化など耕畜連携につながる技術開発 

①  循環型社会の実現のため、耕種農家と酪農家との連携による、飼料用稲など飼料の自給技

術の開発に取り組みました。新たに開発された高糖分飼料用稲の収穫適期や給与技術の調査

などに取り組み、乳牛への給与技術を開発しました。 

 

 

① 食品産業事業者や農業者等との連携を強化し、生産現場の課題に応じて計画的に研究を行

うとともに、開発した商品や技術の農業者等への技術移転を進めます。 

② 農業分野における新たな国内市場の開拓に向け、医療食や健康食品の需要に対応した農産

物の栽培技術の開発に取り組みます。また、植物工場については、トマトとイチゴの多収

栽培技術の確立に引き続き取り組むとともに、県内に新設が進む植物工場への技術移転や

経営に参画できる人材の育成を進めます。 

③ 機能性表示食品制度等への対応を図るため、高機能性商品の開発によるゴマ産地の育成や、

ウンシュウミカンの機能性成分の分析方法の開発等を進めます。 

④ 畜産研究所では、県産畜産物の競争力強化を図るため、持続可能な肉用牛生産技術の開発

や肥育素牛確保に資する新技術、県の特産物を利用した新たなブランド豚の開発、採卵鶏

への飼料用米給与技術の確立に新たに取り組んでいきます。 

  

今後の取組方向 
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１ 農村の道路網の整備や安全対策の強化 

①  農業の生産性の向上と農産物流通の合理化を図るとともに、農村の生活環境を改善する

ため、地域や市町と連携して、農道の整備（５地区、2.0ｋｍ）を進めました。そのうち、

１地区において全線の供用を開始しました。 

２ 集落排水事業の計画的な推進 

①  農村地域の生活環境と水質の改善を図るため、市町と連携して、県内の４地区において農

業集落排水事業に取り組み、２地区において施設整備が完了しました。農村における生活排

水処理施設の整備率は82.4％（対前年2.4％増）となりました。 

３ 中山間地域における基盤整備及び生活環境整備の実施 

①  農業の生産条件等が不利な中山間地域の活性化を図るため、地域や市町などの関係機関と

連携しながら、７地区において、農業用用排水路や農道整備など、農業生産基盤整備に取り

組み、農業用用排水路12箇所（整備延長2.6km）、農道整備4箇所（整備延長0.9km）におい
て事業が完了しました。 

②  農業生産基盤の整備と併せて、集落道路や集落排水路などの農村生活環境整備を実施し、

集落道路１箇所（整備延長0.1km）、集落排水路２箇所（整備延長0.3km）において事業が完

了しました。 

４ 農業用水を活用した小水力発電等の導入促進 

①  農業用水を活用した小水力発電施設について、「中勢用水地区」において発電施設の整備

を進め、平成 27 年度末に発電施設の運転を開始しました。 

②  平成 26 年度に策定した「農業水利施設を活用した小水力発電マスタープラン」を基に、 

小水力発電の導入に向けた普及啓発に取り組むとともに、導入を検討しているいなべ市内の

用水路及び排水路において導入可能性調査を実施しました。 

 

 

 

 

①  農村地域の利便性の向上や生活環境の改善を図るため、引き続き、地域の合意に基づき、

集落道路や集落排水路の整備を計画的に進めます。 

②  「中勢用水地区」における小水力発電施設について、平成 28 年度内の事業完了に向け

て周辺施設の整備を計画的に進めるとともに、小水力発電に関するマスタープランを基に、

小水力発電の導入に向けたさらなる普及啓発に取り組みます。 

  

27 年度の取組状況 

今後の取組方向 
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１ 獣害につよい地域づくりへの取組（「獣害につよい集落」の育成） 

①  地域における野生獣の追い払い活動への支援（10市町）や、侵入防止柵整備（整備延長

11市町40km（累計22市町、2,073km））など、市町が主体となる地域協議会の取組への支援

を行いました。 

②  地域の獣害対策を担う人材の確保・育成を通じて集落ぐるみの取組を普及させるため、

指導者育成講座や集落座談会の開催などにより、住民の皆さんの意識啓発と体制づくりに

取り組んだ結果、獣害対策に取り組む集落が新たに38集落増えました。 

③  獣害対策に取り組む集落づくりへの機運醸成と県民の皆さんの獣害対策への理解促進を

図るため、「獣害につよい三重づくりフォーラム」（約500名参加）を開催し、地域住民が一

体となって被害を大幅に軽減した取組を優良活動事例として知事表彰するとともに、県が

取り組む獣害対策の事例報告や「みえジビエ」の惣菜販売を行いました。 

２ 地域における有害鳥獣の捕獲力強化に向けた取組 

①  効果的な捕獲実施場所を選定できるよう、捕獲や被害の状況を一元的に表示した「獣害情

報マップ」をＧＩＳデータにして作成し市町に提供しました。また、当マップなどを活用し

て技術的アドバイスを行ったところ、11市町において捕獲場所の選定や捕獲体制、捕獲方法

等を定める「捕獲促進プラン」プランが作成されました。 

②  地域の捕獲力強化に向け、国の鳥獣被害防止総合対策交付金の活用や県事業を通じて、市

町等が行う有害鳥獣捕獲活動や各捕獲隊等の活動体制強化を支援しました。また、捕獲後の

処分体制の構築に向け、微生物を活用した減量化施設の現地実証に取り組み、処理能力を確

認するとともに、臭気に関する新たな課題を明らかにしました。 

③  これまで捕獲が進まなかった行政境界近辺における捕獲を促進するため、市町、猟友会お

よび関係する県との調整を進め、２地域において各２回、シカ及びイノシシの広域一斉捕獲

が実施されました。また、地域における持続的な捕獲体制の構築に向け、複数の集落が連携

する共同捕獲隊や、集落内で見回りやエサの交換などの役割分担を明確にした集落捕獲隊の

活動を支援しました。 

④  鳥獣捕獲者の確保に向け、猟友会と連携し、狩猟免許取得促進のためのＰＲ等に取り組み、

平成27年度の狩猟免許試験合格者数は326名と、昨年度を20名上回りました。 

３ 被害防止や捕獲技術に関する調査研究 

①  ＩＣＴを用いたニホンザルなどの防除・捕獲・処理の一貫体系技術の構築に向け、伊賀市

において17基の大量捕獲わなを設置し、平成26年９月から平成28年２月までに、ニホンザル

を431頭、ニホンジカを225頭捕獲しました。ニホンザルに関しては、集落への出没が減少し、

大幅な被害減少が図られました。 

②  ニホンザルの効果的な追い払いや効率的な捕獲を行うため、企業と連携し、ＧＰＳ機器を

用いてリアルタイムにサルの位置情報を把握する新技術の開発、実証に取り組みました。 
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４ 獣肉等の利活用を推進 

①  県産の鹿肉や猪肉の安全性を確保するため、生産された「みえジビエ」における食中毒菌

等のモニタリング検査を行いました。また、安全性や品質が確保された県産の鹿肉や猪肉を

取り扱う事業者であることを証明する「みえジビエ登録制度」を推進し、登録事業者の拡大

を図ってきたところ、96 施設を登録しました。 

②  「みえジビエ」の需要を拡大するため、国の地方創生に向けた交付金（消費喚起型）を活

用し、「みえジビエプレミアムクーポン」を発行したところ、84,601 千円のクーポンが取

り扱われるなど、新たな消費拡大につながりました。また、消費者やメディアを対象とした

県内外における試食イベントや県内におけるラジオ放送を通じたＰＲ等に取り組みました。 

③  「みえフードイノベーション・ネットワーク」を活用した企業等とのマッチングを通じて、

チェーン展開する外食事業者により、第４弾シカ肉メニューが期間限定で提供されました。

また、11 月１日からの３ヶ月間、「みえジビエ」登録事業者と連携し、「みえジビエフェ

ア」を開催しました。 

 

 
 

 
①  被害金額は着実に減少しているものの、県内全体では、依然 800 以上の集落で被害が発

生していることから、引き続き、獣害対策の体制づくりに取り組む集落の拡大に取り組み

ます。また、市町や生産者等から、集落ぐるみで行う野生獣の追い払いや侵入防止柵の設

置などに対する支援の要望が多いことから、引き続き、計画的な支援に取り組みます。 
②  獣害対策に取り組む集落づくりの機運醸成と県民の皆さんの獣害対策への理解促進を図

るため、引き続き、フォーラムを開催し、優良活動事例の普及に取り組みます。 
③  ニホンザルの被害は特に深刻であることから、ＩＣＴを用いた防除・捕獲・処理の一貫

体系技術を普及していくとともに、引き続き、要因分析などを行いながら、より効果的な

捕獲に向け実証に取り組みます。 
④  地域の捕獲力強化に向け、引き続き、地域における有害鳥獣の捕獲活動を支援するとと

もに、微生物を活用した減量化施設の臭気対策に企業等と連携して取り組みます。 
⑤  これまで捕獲が進まなかった行政境界近辺における捕獲を促進するため、引き続き、行

政境界近辺での広域連携による捕獲体制の整備等を進めるとともに、地域での持続可能な

捕獲体制の構築を支援します。 
⑥  「みえジビエ」の利活用を促進するため、引き続き、「みえジビエ登録事業者」の拡大

に取り組むとともに、需要拡大に向け、企業と連携した新商品の開発・販売や首都圏等で

の販売促進に取り組みます。 
 

 

  

今後の取組方向 
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１ 農村の魅力発信と都市と農村の交流促進 

①  都市と農村の交流を促進するため、農村の魅力や農村で楽しめる旅の情報を集めた広報

誌「三重の里いなか旅のススメ2016」を作成しました。また、旬の情報をホームページや

メールマガジンにより発信しました。 

②  農村を繰り返し訪れるファンを増やすため、県内外のイベントや首都圏で三重の農村の

魅力をＰＲするとともに、「三重の里ファン倶楽部」の会員を募集しました。三重の里ファ

ン倶楽部会員数は7,304名（対前年247名増）となりました。 

③   農村における集客力の向上を図るため、女性実践者による意見交換やベンチャー企業か

らのアドバイス、情報発信のコツなどをテーマとした研修会を７回実施しました。  

④  豊かな自然を体験という形で生かした交流の促進に向け、「自然体験プログラム」の開

発・実践に対する支援やアウトドア関連企業と連携した魅力発信、自然体験活動を実践す

る人材の育成などに取り組みました。また、三重を「自然体験の聖地」としていくため、

その目指すべき姿や取組方向などをまとめた「三重まるごと自然体験構想」を策定しまし

た。 

２ 地域の豊かな資源を活用した「いなかビジネス」の取組拡大 

①  農村の有する豊かな資源を活用した農村起業を促進するため、コーディネーター養成講座

を開催し、農村の資源と都市のニーズを結んで新しいビジネスを作り出す人材の育成に取

り組みました。平成27年度の講座修了者は13名で、これまでの同様の講座の修了生を含め、

コーディネーターの養成数は66名となりました。当講座がきっかけとなり、里山を資源と

した自転車によるヘルスツーリズムの事業や農家レストラン、体験ツアーの企画など、新

たな発想による農村活性化の取組が生まれています。 

②  地域の豊かな資源を活用して魅力ある商品や集客サービスを提供する「いなかビジネス」

の取組を進めるため、専門家派遣により、組織運営や新サービスの開発を支援しました。

「いなかビジネス」の取組数は170件（対前年12件増）となりました。「いなかビジネス」

取組団体の交流人口は前年比2.7％、売上額は前年比5.9％増加しており、地域の活性化に

つながる成果がみられました。 

③  いなかビジネスに取り組む実践者の情報交換・連携を促すとともに、課題別の研修会によ

る取組の質的向上を図るため、第２回いなかビジネス実践者大会を開催しました。(119名

参加) 

３ 企業や学校等と連携した農村生活体験活動の促進 

①  子どもや学生による農山漁村地域でのふるさと体験活動を促進するため、体験プログラム

の開発や安全管理講習会の開催など、受入体制の整備を支援しました。また、受入地域の

レベルアップと情報交換のための意見交換会を２回実施したほか、総務省の子ども農山漁

村交流プロジェクトセミナーを三重県内で開催することで、受入側、学校側双方の取組機

運の醸成を図りました。さらに受入地域協議会を集約したＰＲパンフレットを活用し、小

中学校校長会や関係するイベントにおいてＰＲを実施しました。 

②  農林漁業体験民宿の開業促進及び支援を図るため、開業予定者や開業予定地区への個別説

明を実施しました。農林漁業体験民宿の開業実績は32件（H27年度新規２件）となりました。 
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③  企業と農山漁村の双方にメリットがある交流・協働活動の創出を目指し、県内外20社の企

業訪問を行うとともに、リーフレット配布（2,000部）やメールマガジンの発行、フォーラ

ムの開催などにより、情報発信を行いました。 

また、農山漁村側における企業の受入体制の整備に向け、企業の受入を進めるコーディ

ネーターを養成する講座（２回、のべ８名参加）を開催するとともに、受入組織スキルア

ップ研修（３ヶ所、９組織参加）やモニターツアー（１回、15社参加）を実施しました。  

これらの取組を通じ、４つの地域（津市美里町、御浜町、四日市市、大台町）で新たな

活動がスタートし、累計活動地域は６地域となりました。 

 

４ 適切な体験プログラムを構成できる知識を持った指導者等の育成 

①  農村における体験や交流活動の指導者として活躍できる知識と技術を修得した農林漁業

体験指導者（グリーン・ツーリズムインストラクター）を育成するため、３泊４日の日程で

育成講座を開催しました。農林漁業体験指導者数は 164 名（対前年 13 名増）となりました。 

 

５ 農業及び農村の資源を活用した実践活動の促進 

①  中山間地域等における農業用水などの土地改良施設や農地の有する多面的機能が、地域住

民の積極的な維持管理により良好に発揮されるよう、農村地域住民による農村環境の保全や

創造などの取組を支援しました。県内３地区において、集落周辺部の環境美化や自然体験場

整備、地域の魅力発信イベントなど、住民による多様で特色あるむらづくりが進みました。 

②  農地の持つ多面的機能の発揮と地域住民活動の活性化を図るため、様々な保全活動を進め
る地域リーダーとして委嘱している「ふるさと水と土指導員（25 名）」のうち３名を全国

研修会へ派遣し、資質の向上を図りました。 
 
 
 

 
①  農家レストランや農家民宿など地域資源を活用したビジネスの取組拡大と集客力向上に

向け、起業講座による人材育成や継続的な情報発信に取り組むとともに、地域観光の創出に

向け、農山漁村観光プロデューサーの育成などに取り組みます。また、都市に住む若者を中

心とした「田園回帰」の動きなどをふまえ、若者等の農山漁村への移住、さらには定住につ

なげていくため、農山漁村の魅力にふれる機会や雇用の場の創出を進めます。 
②  本県の豊かな自然を生かした交流の促進に向け、三重を「自然体験の聖地」にしていく
ため、その目指すべき姿や取組方向などをまとめた「三重まるごと自然体験構想」に基づき、

活動団体や企業、市町などとの連携を強化し「オール三重」で取組を進めます。 
  

今後の取組方向 
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１ 農地・農業用施設の保全向上活動や景観の保全活動等への支援 
①  平成27年度に法制化された「日本型直接支払制度（多面的機能支払）」の取組拡大及び適
正執行に向け、国及び市町と連携し、説明会を開催しました。（６回 、延べ216名参加） 
②  農業の多面的機能の維持増進に向け、国の「多面的機能支払交付金」を活用し、農地・
農業用施設の維持保全活動や、生態系、景観の保全、農村の文化の維持伝承活動等を支援
しました。取組実績は916集落（対前年91集落増）、26,321ha（対前年1,966ha増）となり、
拡大しています。 
③  活動組織間の情報交換や取組内容の質の向上に向けて、活動報告や実践者向けの参加型
研修などを行う「第８回みえのつどい」等を開催しました。 (４回、延べ 1,305名参加) 
④  取組に対する県民の皆さんの理解を促すため、多面的活動情報コーナーの開催により、
活動を紹介するパネルやフォトコンテスト応募作品の展示、県内の取組地域で収穫された
農産物の展示等を実施しました。 

２ 中山間地域等における農業生産条件の不利を補正するための支援 

①  生産条件が不利な中山間地域等における農地の耕作放棄を未然に防止するため、「日本型

直接支払制度（中山間地域等直接支払）」を活用し、中山間地域等の傾斜農用地等において、

５年以上耕作を続ける集落協定を結んだ農業者に対し、交付金を交付しました。高齢化等に

より協定期間である５年間の営農継続に不安を覚える集落があったため、取組実績は213集

落、1,642ha（対前年17集落 55ha減）となり、前年を下回りました。 

②  取組集落間の情報交換や優良取組の水平展開を図るため、第３回三重のふるさとシンポジ

ウムを開催しました。(118名参加) 

３ 農業及び農村における生態系や生物多様性の保全 

①  農業農村整備事業に伴う工事が希少生物等に与える影響を回避・軽減するため、事業実施を

予定している12地区において、生態系の事前調査を行いました。 

４ さまざまな主体の参画による生態系保全や地域景観形成活動などの促進 

①  水田や水路における生態系を保全するため、メダカなどの魚類が水路と水田を自由に行き
来できる水田魚道の主旨や効果について、地域住民に情報提供を行い、生態系保全に対す
る意識向上に取り組みました。 
②  農業用ため池などの農業用水利施設は、農業生産に資するだけでなく、自然環境保全や良
好な景観の形成、保健休養など多面的機能を有していることから、これらの多面的機能の
発揮に向け、遊歩道や親水公園などの水辺環境の整備を３地区で進めました。うち、１地
区において事業が完了し、ため池の周辺に整備した遊歩道などの供用が開始されました。 
 

 
①  農業の多面的機能の維持･発揮を図る農地等の保全活動を持続的に発展させていくため、

学校や自治会、ＮＰＯなどさまざまな主体の活動への参画を促し、持続的に活動を支える体

制づくりを進めていきます。 

②  平成27年度から第四期対策がスタートした「中山間地域等直接支払」については、営農継

続への不安から取組集落及び協定面積が減少していることから、取組の維持・発展に向け、

引き続き制度の周知を図るとともに、高齢化等により営農の維持が困難な集落において、広

域な集落間連携などを促進し、将来にわたって営農が持続する体制の整備を進めます。 
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１ みえフードイノベーション・ネットワークの形成 

①  異業種や産学官の連携により、県内農林水産資源を活用した新商品開発を進める「みえ

フードイノベーション・ネットワーク」について、引き続き会員の募集を行いました。ネ

ットワーク会員は552者となり、みえフードイノベーションの輪は広がっています。 

②  ネットワーク会員相互の連携を誘発するため、シンポジウムや素材提案会などにより交

流の機会を創出するとともに、ホームページ及びメールマガジンによる情報発信に取り組

みました。ネットワーク会員相互の連携により、新たに４つのプロジェクトが創出され、

コンビニとのコラボによる伊勢茶スイーツや、県内ベーカリーとの連携によるみえパンの

販売、伊勢志摩サミット統一マーク商品の一斉販売、航空会社の機内食メニューなど価値

創出に繋がる取組が新たに12件創出されました。 

③  異業種や産学官の交流・研修の場として、平成28年２月に「みえフードイノベーション・

シンポジウム」を開催しました。シンポジウムでは、６次産業化や食品機能性のトップラ

ンナーによる講演を行ったほか、交流会などを開催し、会員の資質向上、連携強化を図り

ました。 

④  ＩＣＴ・ビッグデータを効果的に活用し、生産性や品質、付加価値向上につなげるため、経

験や勘に基づく栽培技術の見える化に向けた現地実証（10 事業者）や県産農林水産物等が有す

る機能性成分・栄養成分に関するデータバンク（62 品目）の整備等に取り組みました。 

⑤  食のバリューチェーン構築に向けて、ＩＣＴを活用した生産管理や食材に含まれる機能性成

分などをテーマに、素材化・商品化に取り組む事業者などと連携した実践的なプロジェクト活

動（９件）を実施し、新たな技術の実証や商品化に向けた研究を行いました。 

⑥  オランダなどＩＣＴの活用により先進的な農林水産業を展開する国内外との連携に向け、先

進事例の調査（会津若松市、オランダフードバレー財団）を行うとともに、オランダとの連携

に向けたセミナー（２回）を開催しました。 

２ 大都市圏等への販路拡大をめざす生産者・事業者の育成 

①  首都圏等への販路拡大をめざす生産者・食品関係事業者を育成するため、ＦＣＰ（フード・

コミュニケーション・プロジェクト）のツールを活用して、商品力の強化や事業活動の信頼

性及び営業力の向上に向けた集中研修（12事業者が参加）を実施しました。 

②  食品関係事業者の営業力・商品力を高めるため、実践研修の場として、全国規模の展示商

談会「スーパーマーケット・トレードショー」へ出展する機会を創出しました。（14事業者

が出展） 

３ ブランド化に取り組もうとする生産者・事業者の発掘・育成 

①  県産品の販路拡大に向け、優れた農林水産物や食品を選び、大都市圏等に発信する「みえ

セレクション制度」の公募を行い、25品目を新たに選定しました。 

②  「『みえジビエ』品質・衛生管理マニュアル」に沿って高品質で安全・安心な県産鹿肉、

猪肉を取り扱う事業者（解体処理施設、加工品製造施設、飲食店、販売店）を登録する「み

えジビエ登録制度」の拡大を図り、平成28年３月末までに96施設を登録しました。 
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４ ブランド化に取り組もうとする生産者・事業者の商品力向上を支援 

①  平成28年２月に開催した「みえフードイノベーション・シンポジウム」において、商品の

ブラッシュアップや取引拡大の機会として、ネットワーク事業者による食材のプレゼンと試

食提供を行い、参加者の意見を踏まえ、商品改良や取引拡大につなげました。 

②  県産のこだわり食材の商品力を強化し、販路拡大につなげるため、「三重の食材を知る会」

の開催により、飲食店や観光宿泊施設などを対象に県産食材の活用提案を行い、新しいメニ

ューの開発につなげました。 

 

５ 「もうかる農業」につながる新しい三重ブランドの創出 

①  特に優れた県産品とその事業者を評価・認定する「三重ブランド」認定制度については、

新たに認定した品目等はなかったものの、申請者に対して、今後のブランド化に向けた取組

の参考となるように、三重ブランド認定委員会委員の意見などをフィードバックしました。

また、増加するインバウンドに対応するため、三重ブランド概要パンフレットの多言語版を

作成し、海外メディアのプレスツアー等でＰＲしました。 

②  新たなブランドの育成に向け、継続して支援を行っている「新姫」及び「はたけしめじ」
を対象に、ブランド化に向けた計画づくりやブランドコンセプトを基にした販売方針作成等

の取組を支援しました。 
 
 
 

 
①  県内農林水産業を牽引する新たな商品やサービスの創出に向け、引き続き、みえフード

イノベーション・ネットワーク会員の拡大を図るとともに、伊勢志摩サミットによって高

まる本県への注目を活かし、県産農林水産物の魅力発信等に取り組みます。 
②  農林水産事業者や、流通・加工・販売事業者、研究など、食の分野においてイノベーシ

ョンを担う人材の能力向上や連携促進に取り組むとともに、新たな商品やサービスの開発、

生産性の向上に向け、ＩＣＴやビッグデータを活用できる人材の育成に取り組みます。 

  

今後の取組方向 
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また、６次産業化プランナーの派遣（派遣151回）や普及指導員によるアドバイスにより、

６次産業化の事業計画の作成や総合化事業計画の認定申請、２次・３次事業者との商品づ

くり・販売に向けたマッチング、施設整備等の支援を行いました。「六次産業化・地産地消

法」に基づく総合化事業計画の認定は、累計52事業者（平成27年度新規認定５事業者）と

なりました。 

②  ６次産業化のノウハウや知識の習得を支援するため、ステップアップ研修会（13回、参

加者263名）や６次産業化を学ぶ実践研修会（３回、参加者111名）を開催しました。 

また、異業種との連携を促進するため、農商工連携マッチングセミナー（１回、参加者

140名）や新たな交流を促進するシンポジウム（１回、参加者約120名）を開催しました。 

２ 大都市圏等における商談機会の提供及び情報発信 

①  平成28年２月に、名古屋市内で展示商談会を開催し、中部圏の食品関連企業や飲食店等の

バイヤー等との商談機会を創出しました。県内事業者による40のブース出展に対し、137社

283名（前年比37％増）の来場がありました。出展事業者へのアンケートでは、290件の商談

が行われ、商談成立（成立見込み含む）に至った件数は87件となりました。 

３ 意欲ある生産者・事業者による輸出に向けた取組の促進 

①  三重県農林水産物・食品輸出促進協議会を中心に、関係者が一体となって、ＪＥＴＲＯや

商社等からのアドバイスを得ながら、県産農林水産物と食品の輸出拡大に向けた取組を進め

ました。また、協議会の会員を対象に、輸出のスキルアップに資する研修会の開催や海外で

開催される商談会等でのサポートを実施するとともに、品目別の部会事業により、輸出ター

ゲットに応じた課題解決を図りました。 

②  県産品の輸出重点地域として位置づけている台湾では、平成27年6月に台北で開催された

国際見本市「Food Taipei 2015」へ出展し、バイヤーとの商談や意見交換を行いました。

また、平成28年3月に三重県物産展を台中の高級スーパーマーケット（同店での開催は平成

24年度より４年連続）で開催し、11事業者の32商品が販売されました。 

③  台湾と同様に重点国と位置づけるタイでは、平成27年5月にバンコクで開催された国際見

本市「THAIFEX 2015」へ出展してバイヤーとの商談や意見交換を行いました。また、生鮮食

品が有望視されていることから、既に好評を得ているみかんに加え、柿の試食販売会を平成

27年10月から11月にかけて実施しました。 

 
 
 
①  引き続き、三重県６次産業化サポートセンターを設置し、経営アドバイスを進めるとと
もに、６次産業化ファンドの活用を促進することにより、意欲ある生産者の６次産業化を

支援します。 
②  輸出の促進については、商談会の開催や見本市への出展など、販路開拓につながる BtoB
の取組を引き続き実施します。また、伊勢志摩サミット開催による三重県の食材や食文化

に対する海外からの注目や関心の高まりとインバウンド需要の増加を生かし、新たな好循

環を創出するため、訪日外国人旅行者向けに実施する観光農園、漁業体験、食品加工体験

等の取組を支援します。 

 
 

今後の取組方向 
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１ 食育や地産地消に関する情報を企業等と連携して積極的に発信 

①  県内農産物の販売促進を図るため、県内量販店等において「みえ地物一番の日」キャンペ
ーンなどのイベントを10回開催し、知事のトップセールス等により、新しい食べ方を提案す

るとともに、旬のおいしさや機能性などについて情報発信しました。 

②   消費者の農林水産業に対する理解の醸成を図るため、親子を対象とした農業体験教室の開催
や農業体験の指導者養成、魚類養殖現場での漁業体験の実施など、生産者団体（農業3団体、漁

業1団体）が、農作業体験等の機会を提供する取組を支援しました。 

２ 学校給食における県内産農産物の使用促進  

①  学校給食における県内産農産物の活用を促進するため、教育委員会や栄養教諭など需要側

と、生産者や流通事業者など供給側の両者が参加する「地場産品導入促進検討会」を開催し、

需要側のニーズの把握や、食材納入スケジュールの調整などを進めました。 

②  需要側のニーズに基づき、大豆や海藻など、県産農林水産物を使用した学校給食用食材の

試作品開発に取り組み、教諭や生徒の評価を経て、「ひじきのり」（あおさとひじきの佃煮）

が製品化されました。 

３ 農業が果たしている新たな価値を県民の皆さんに伝える環境づくり 

①  食の安全性に対する消費者の関心が高まる中、環境に配慮した生産方法を用い栽培履歴を
管理して生産されている「みえの安心食材」を広く県民に周知するため、新聞広告（４回）

や食育雑誌への掲載を行うとともに、プレゼントキャンペーンの実施やホームページによる

情報発信を行いました。 

また、みえの安心食材登録者等に「人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度」の趣

旨を徹底するため、県内５か所で講習会を開催しました。「人と自然にやさしいみえの安

心食材表示制度」の設定品目は102品目で、うち登録数は77品目、1,019件（対前年30件増）

となりました。 

②  環境にやさしい農業への消費者等の理解増進を図る取組を推進するため、中勢地域のいち

じく生産部会の取組を支援し、消費者向けのパンフレット作成や量販店でのＰＲ活動等が展

開されました。これらの活動については、部会員全員が長年にわたり環境保全型農業を実践

したことや消費者等へのわかりやすい理解促進の取組が評価され、平成 27 度「環境保全型

農業推進コンクール」において東海農政局長賞を受賞しました。 

③  平成27年12月、農林水産省（東京都千代田区）において、障がい者就労に取り組む事業者

が生産した農産物や農産物加工品を販売する「農福連携ミニマルシェ」が開催され、県内で

農福連携に取り組む福祉事業所が生産したいちごジャムやきゅうりの醤油漬けなどの加工

品が販売されました。 

 

 
 

①  食には、安全をベースにして、美味しさや機能性といった価値が求められていることか

ら、県産農林水産物が有する機能性などに着目して、生産者をはじめ、食に関係する事業

者などの有機的な連結やそれぞれの役割・機能の発揮を促し、新たな価値の創出につなげ

ていきます。 

27 年度の取組状況 

今後の取組方向 
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